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1.はじめに  

切土のり面の多くには表面の侵食や風化防止を目的として表面保護された切

土のり面工が施工されている。しかし、施工後数十年が経過したのり面工を調

べると、風化によって背面の地山が脆弱化し、変状や崩壊をきたす場合が観測

されている。このため、経年変化の特性をのり面の安定度に導入し、風化程度

に応じた実務に展開可能なのり面の健全度評価法の必要性が指摘されている。 

本研究では経年変化と構造的な要素を切土のり面の安定度指標に導入し、切

土のり面の将来の風化帯走時 t を予測したのち、のり面安定度 F の算定式に基

づいて健全性が損なわれる時期を確率分布として推定する予測モデルを提案

し、その有用性について考察する。 

2.切土のり面の健全度評価法の考え方とその特色 

経年変化による切土のり面安定性の低下の主な理由は、のり面の

風化である。切土のり面の表層から弾性波探査・速度検層を行うこ

とで、図 1 のように表層から数十 cm から数 m のオーダーで弾性波

速度(P 波)が低速度となる層が現れる。本研究では、これを風化帯

と定義し、参考文献 1)では、切土のり面の風化帯の厚さ d(m)と P波

伝播速度 v (m/s)から式(1)より風化帯走時 t を求め、風化の程度を表

す指標とした。 

𝑡 =
𝑑

𝑣
                                              （1） 

  すなわち、t が大きいほど風化の程度が相対的に進行しているこ

とを表現するものである。なお、この指標は時間の次元を有するこ

とに留意が必要であり、t を表現する際に(10−3𝑠)の単位が用いられ

ている。次に、切土のり面の傾斜角を𝜃、層理面の傾斜角（図 2）
を𝛾とし、参考文献 2)では、層理と風化特性を反映した切土のり面

の安定度 F を式(2)で表し、これをのり面の安定度を表す指標とし

て定義した。 

𝐹 =
1

𝑡𝑠𝑖𝑛𝜃(1+𝑠𝑖𝑛𝛾)                                     （2）                                                                         

本報では式(2)に基づき、経年変化による切土のり面の健全性を

評価する。式(2)に𝜃と𝛾は定数であり、風化帯走時 t だけ時間の変化と共に変化する。風化帯走時 t の経時的変化を

予測することにより、切土のり面の安定度が評価でき、健全性が損なわれる時期を予測することが期待されている。 

旧日本道路公団では、東名高速道路の松田 IC~多治見 IC間の切土のり面を対象として、各のり面で弾性波探査を

約 20 年間で 4 回測定した。本報ではこれらの計測データを基に式(2)で安定度を計算した。図 3 は、対象とした

のり面の安定度 F、経過月数と崩壊状況の関係図である。ここで、のり面の健全性を示す安定領域と不安定領域の

閾値を限界安定度にし、限界安定度より小さい場合健全性が損なわれると考える。図 3 から、閾値を表現する関数

形として、経過月数 x<117のとき、限界安定度 Fc=0.006x、経過月数 x>117のとき、限界安定度が Fc=0.65とモデル

化可能である。従って、ある切土のり面に対し、健全性が損なわれる確率は式(3)で計算できる。 

       𝑃{𝐹 − 𝐹𝑐 ≤ 0} = 𝑃 {
1

{𝑡}𝑠𝑖𝑛𝜃(1+𝑠𝑖𝑛𝛾)
− 𝐹𝑐 ≤ 0} = 𝑃{{𝑡} ≥

1

𝐹𝑐𝑠𝑖𝑛𝜃(1+𝑠𝑖𝑛𝛾)
} (3) 

式(3)の確率を計算するため、本研究では拡張型数量化Ⅰ類という統計学の手法を用いた。拡張型数量化Ⅰ類は、 

大量のデータを収集し、目的変数と説明変数との関係を調べ、説明変数の情報から目的変数を予測するという手法 
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図 1 風化帯の査定方法 

図 2 傾斜角  主典：参考文献 2) 

図 3 安定度 F、経過月数と崩壊状況の関係図 

図 4 予測値と実測値の散布図 
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である。各説明変数のデータに係数をかけ、合算すると、目的変数と

して予測値を計算できる。重回帰分析と比べ、拡張型数量化Ⅰ類の利

点は質的データと量的データ両方を適用できるところにある。従っ

て、岩種や地山年代のような質的な説明変数があるとき、拡張型数量

化Ⅰ類の利用は有効である。本報は、368 例の切土のり面風化帯走時 t
のデータに基づき、拡張型数量化Ⅰ類で予測分析を行った。抽出した

説明変数、算出した係数と予測結果は表 1 と図 4 に示す。表中の係数

は各説明変数の目的変数に対する貢献度を表し、正数であれば説明変

数は風化帯走時を増加させる（不安定になる）傾向を与える。数量化

理論により、図 4 に示した予測値と実測値のばらつきは、平均 0、分

散𝜎2の正規分布に従う。回帰分析の考え方に基づけば、 

統計量𝑧 =
{𝑡}−{𝑡}̂

√(1+
1

𝑛
+

({𝑡}̂−{𝑡}̅̅ ̅̅ )
2

𝑆𝑡𝑡
)𝑉𝜀

は自由度 n-2 の t 分布に従う。 

ここに、{𝑡}：風化帯走時 t の期待値、{𝑡}̂：風化帯走時 t の予

測値、{𝑡}̅̅̅̅ ：予測値の平均、𝑛：サンプル数、𝑆𝑡𝑡=∑ ({𝑡}̂𝑖 −𝑛
𝑖=1

{𝑡}̅̅̅̅ )2、𝑉𝜀：残差変動の不偏分散、  

𝑉𝜀 = ∑
({𝑡}𝑖−{𝑡}̂𝑖)2

𝑛−2

𝑛
𝑖=1           

統計量 z を式(3)に代入すると、ある時期に健全性が損な

われる確率が計算可能になる。図 5 は、提案した予測モデル

に基づき、のり面将来の崩壊確率を予測する一例である。

図中にのり面の将来の崩壊確率密度、崩壊確率と経過年数

の関係を示した。図 6は、37例の切土のり面の崩壊確率と崩

壊状況の関係を示し、崩壊確率 65%の時、崩壊しやすくな

り、対策を取る目安と読み取れる。 

3.要対策切土のり面の優先順位の評価への展開 

崩壊が懸念される膨大な数の危険区域に対し、全て対策を

行うことは予算的に不可能である、そこで、要対策切土のり

面の優先順位を決定することも必要となる。今後は高速道路

の交通量、のり面崩壊による迂回損失、道路の長さ、混雑

度、崩壊確率などでのり面の重要度の評価を実施する予定で

ある。具体的には、道路交通量などのデータを収集し、

Arcgis の近接ツール、プログラムの作成等で切土のり面の重

要度を評価し、要対策切土のり面の優先順位のハザードマッ

プを作成することを想定している。 

4.まとめ 

安定度の算定式(2)に基づき、東名高速道路の切土のり面の風化帯走時 t に関するデータを分析し、将来の風化

帯走時 t を予測することで、健全性が損なわれる時期を推測するモデルを提案した。これにより、切土のり面の要

対策時期および要対策の優先順位評価に展開できる可能性を示した。 
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アイテム カテゴリー 係数 

保護工 

開放型 -0.058 
密閉型 -0.193 
植生工 0.031 

岩種 

崩土、湖水堆積物など -0.311 
変成岩 -0.467 
火成岩 0.174 

火山砕屑岩 -0.140 
深成岩 0.794 
砕屑岩 -0.364 

地山地質年代 

新生代第四紀 -0.123 
新生代古第三紀 0.694 
新生代新第三紀 0.430 

中古生代 -0.347 
中生代 -0.030 

アイテム 係数 拡張型数量化Ⅰ類 

初期風化帯走時 1.059 単相関係数 0.854 
経過月数 0.003 決定係数 0.730 
のり勾配 -0.069 サンプル数 368 

図 5 崩壊確率密度、崩壊確率と経過年数の関係図 

図 6 崩壊確率と崩壊状況の関係図 

表 1 抽出した説明変数、算出した係数と予測結果 
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